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第４章 バランスシートと行政コスト計算書 

第１節 バランスシート 
1）成田市全体のバランスシート 
 第 22表 成田市全体のバランスシート （平成 16年 3 月 31日現在） 

［資産］   ［負債］   

１．固定資産 1,983 億 4,800 万円 １．固定負債 578 億 4,300 万円 

 総務費（市庁舎、防災施設等） 105 億 3,100 万円  地方債 493 億 3,600 万円 

 民生費（保健福祉館、保育園等） 55 億 1,700 万円  退職給与引当金 82 億 6,800 万円 

 衛生費（ごみ処理施設、急病診療所等） 121 億 0,200 万円  その他引当金等 2 億 3,900 万円 

 労働費（勤労者会館等） 1 億 0,100 万円   

 農林水産業費（農道、排水路等） 46 億 1,800 万円 ２．流動負債 37 億 7,600 万円 

 商工費（東和田駐車場、公衆トイレ等） 10 億 5,000 万円 （翌年度に支払う市債等） 

 土木費（道路橋りょう、公園、河川等） 656 億 1,400 万円   

 消防費（消防署、消防車等） 25 億 4,000 万円 負 債 合 計 616 億 1,900 万円 

 教育費（学校、図書館、公民館等） 527 億 5,700 万円   

 卸売市場（水産棟、青果棟等） 20 億 4,600 万円   

 下水道（下水管、ポンプ施設等） 254 億 6,700 万円   

 水道（配水管、配水場等） 159 億 8,100 万円 ［正味資産］  

 その他 2,400 万円 国からの補助金 222 億 2,100 万円 

  県からの補助金 26 億 7,500 万円 

２．投 資 等(出資金、貸付金等) 198 億 2,600 万円 市税等の一般財源 1,455 億 9,200 万円 

    

３．流動資産（現金、預金等） 139 億 2,700 万円 正味資産合計 1,704 億 8,800 万円 

    

４．繰延資産 600 万円   

資 産 の 合 計 2,321 億 0,700 万円 
負債と正味資産 

の合計 
2,321 億 0,700 万円 

 
 第 18表 市民 1人あたりのバランスシート 

負  債 63 万円 
資  産 237 万円 

正味資産 174 万円 
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○バランスシートの作成基準 
・バランスシートの意義 

このバランスシートは、年度末時点の財務状況を把握する
もので、「貸方」は資金をどのように集めたか、「借方」は資

金をどのように使ったかを表しています。 
 資産は、行政サービスを提供するための長期的な経営資源

を表しており、土地・建物・出資金・基金等が該当します。 
 負債は、地方債や退職給与引当金等で、将来の返済や支出

が確実に見込まれるものです。正味資産は、負債とは逆に国・県からの補助金や市税
等の一般財源で資産を形成したもので、返済の必要がないものとなります。 

 
・作成の手法 

 国の基準に基づき、昭和 44 年度以降の決算統計から資産を推計する手法により作

成しています。これは、普通建設事業費をもって固定資産の取得原価とするもので、
さらに、次の世代に継承される資産価値を把握するために、区分別に減価償却を行っ

ています。耐用年数は庁舎 50 年、保育所 30 年、道路 15 年、橋りょう 60 年等となっ
ており、この年数で価値がゼロになるよう定額法により減価償却します。ただし、土

地は取得時点の購入費がそのまま計上されます。また、職員の退職金総額を推計し、
退職給与引当金として負債に計上する等の特徴があります。 

特別会計も、同様の手法により作成してあります。また、水道事業会計はバランス
シートを作成済みですが、普通会計等に準じてバランスシートを組替えました。 

さらに、全会計を連結するに当たっては、普通会計からの出資金等の内部的な取引
を相殺する調整を加えてあります。 

 
・連結の範囲 

普通会計（一般会計）、全ての特別会計（国民健康保険、老人保健、公設地方卸売市
場、下水道、介護保険事業）、公営企業会計（水道事業）を対象に作成してあります。 

 

【用語解説】バランスシートの項目 
固定資産 市が保有する土地や建物など。 

投資等 市が所有する基金（財政調整基金等を除く）、他団体への投資・出資・貸付金。 

流動資産 
歳入額から歳出額を差引いた形式収支、財政調整基金、税や保育料などの収入未済
額、水道事業の未収金など。 

繰延資産 水道事業の繰延資産で、研究費等を資産計上し 3 年で償却します。 

固定負債 返済期限が１年を超える債務（地方債のうち翌年度の元金償還分を除く残高、退職
給与引当金）。 

退職給与引
当金 

年度末に職員全員が普通退職すると仮定した場合の要支給額。 

流動負債 地方債のうち翌年度の元金償還額など。 
正味資産 資産形成に充てられた資金のうち返済不要の財源。 

借方 貸方 

負 債 

資 産 

正味資産 
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○バランスシートからわかること 
 このバランスシートは、一般会計、全ての特別会計及び公営企業会計を含めて作成

してありますので、成田市が、これまでにどれだけの資産を形成し、どれだけの負債
を抱えているかなど、市の全体像を概観することができます。 

 平成１５年度末現在、2,321 億円の資産があります。特に、空港開港に伴う空港関
連事業及び人口増加等により、道路・公園等の土木費、小中学校・公民館・図書館等

の教育費、上水道や下水道等の整備が大きな割合を占めていることがわかります。 
一方、616 億円の負債があるのも把握できます。これは、市民が長期にわたって使

用する施設の整備にあたっては、将来の市民にもその一部を負担していただくために、
地方債を財源としているためで、今後必ず返済しなければならないものです。 

正味資産は、1,705 億円。資産形成の財源のうち将来に負担を残さない資金として、
市税や国・県からの補助金等で賄ったものです。資産に対する割合が多く、成田市が

健全な財政運営をしてきたことがわかります。 

 
 

○バランスシートの分析 
・社会資本形成の世代間負担比率（これまでの世代による社会資本負担比率） 

 社会資本の整備の結果である「固定資産」のうち、正味資産によって形成されてい
る比率です。正味資産は、『これまでの世代による資産形成』の額を示しますので、こ

の比率が高いほど、将来世代の負担が少ないといえます。 
成田市では、市民が長期にわたって使用する施設の整備にあたっては、将来世代に

もその一部を負担していただくために、地方債も財源としていますが、これまでの世
代よる負担比率が高く、健全な財政運営をしてきたことがわかります。 

ただし、平成 15 年度までの継続事業として保健福祉館整備事業、囲護台踏切立体交
差化事業、また引続き平成 17 年度までの継続事業として郷部線整備事業などの大規模

事業が進捗していますが、第 30 表のとおり「社会資本形成の世代間負担比率」は横ば
いの状況にあります。 

 

  第 30 表 社会資本形成の世代間負担比率 

 平成 13年 3月 平成 14年 3月 平成 15年 3月 平成 16年 3月 

固定資産 a 185,157 百万円 192,268 百万円 195,388 百万円 198,348 百万円 

正味資産合計 b 159,352 百万円 163,911 百万円 168,182 百万円 170,488 百万円 

これまでの世代
による社会資本
負担比率 

b/a 86.1% 85.3% 86.1% 86.0% 
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・固定資産の目的別割合 
固定資産の行政目的別割合を見ることにより、分野ごとの資産形成の比重を把握す

ることができます。第 24 表・第 76 図は固定資産の目的別割合です。 
成田市では、平成１５年度末現在で 1,983 億円の固定資産残高を保有していますが、

道路・公園等の土木費、小中学校・公民館・図書館等の教育費、上下水道等の整備が
大きな割合を占めていることがわかります。 

また、前年度との比較では、急病診療所整備による衛生費、郷部線整備及び囲護台
踏切立体交差化事業による土木費、久住第一小学校拡張用地を取得した教育費の増加

が目立ちます。 
第 24 表 固定資産の行政目的別割合前年度比較 （単位：百万円） 

平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 
  

金額 割合 金額 割合 

増減 
金額 

総務費（市庁舎、防災施設等） 10,850 5.6% 10,531 5.3% △319 

民生費（保健福祉館、保育園等） 5,563 2.8% 5,517 2.8% △46 

衛生費（ごみ処理施設、急病診療所等） 11,927 6.1% 12,102 6.1% 175 

労働費（勤労者会館等） 111 0.1% 101 0.1% △10 

農林水産業費（農道、排水路等） 4,775 2.4% 4,618 2.3% △157 

商工費（東和田駐車場、公衆トイレ等） 1,107 0.6% 1,050 0.5% △57 

土木費（道路橋りょう、公園、河川等） 63,154 32.3% 65,614 33.1% 2,460 

消防費（消防署、消防車等） 2,427 1.2% 2,540 1.3% 113 

教育費（学校、図書館、公民館等） 51,899 26.6% 52,757 26.6% 858 

卸売市場（水産棟、青果棟等） 2,081 1.1% 2,046 1.0% △35 

下水道（下水管、ポンプ施設等） 25,466 13.0% 25,467 12.8% 1 

水道（配水管、配水場等） 16,002 8.2% 15,981 8.1% △21 

その他 26 0.0% 24 0.0% △2 

合      計 195,388 100.0% 198,348 100.0% 2,960 

 第76図　固定資産の行政目的別割合

農林水産業費
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民生費
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6.1% 水道

8.1%

下水道
12.8%

教育費
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土木費
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・負債の状況 
負債とは、将来の支出が確実に見込まれる債務であり、将来世代が負担する借金で

す。負債は、地方債及び退職給与引当金等の固定負債と、地方債の翌年度償還予定額
である流動負債で構成されています。翌年度償還予定額を含めた地方債残高の総額は

532 億円となっており、世代間の負担の公平化を考慮しても、その運用には細心の注
意が必要となります。第 25 表は地方債の 15 年度の増減状況です。 

  第 25表 地方債増減状況 （単位：千円） 

  
前年度末 
現在高 

増加 減少 
当年度末 
現在高 

前年度比較 

一般会計 31,642,128 3,823,500 2,326,092 33,139,536 1,497,408 

下水道事業 10,637,298 324,800 450,949 10,511,149 △126,149 

市場事業 324,753  104,150 220,603 △104,150 

水道事業 9,831,887 69,800 542,231 9,359,456 △472,431 

合計 52,436,066 4,218,100 3,423,422 53,230,744 794,678 

 
・市民 1 人あたりの資産と負債 

 資産や負債を「市民 1 人あたり」に換算することで、具体的なイメージをつかむこ
とができます。第 26 表は市民 1 人あたりの資産と負債の状況です。 

  第 26表 市民 1 人あたりの資産と負債 

 平成 13 年 3 月 平成 14 年 3 月 平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 

人  口 a 95,011 人 95,850 人 97,057 人 97,740 人 

資  産 b 216,435 百万円 223,203 百万円 228,948 百万円 232,107 百万円 

負  債 c 57,083 百万円 59,292 百万円 60,766 百万円 61,619 百万円 

1 人あたりの資産 b/a 228 万円 233 万円 236 万円 237 万円 

1 人あたりの負債 c/a 60 万円 62 万円 63 万円 63 万円 

 
・拡大したバランスシート 

 「成田市全体のバランスシート」では、国の基準に準拠して、関連する団体は連結
対象から除外してありますが、土地開発公社、開発協会、教育文化振興財団、農業セ

ンターを連結すると第 27 表のとおりとなります。資産、負債とも増加しますが、これ
は土地開発公社が公有用地の先行取得にあたり、財源の全てを銀行からの借入金で賄

っているためです。 
  第 27表 拡大したバランスシート    （ ）内は市民 1人あたりの数値 

負  債 
643 億 0,000 万円 
（66 万円） 

資  産 
2,349 億 0,500 万円 
（240 万円） 

正味資産 
1,706 億 0,500 万円 
（174 万円） 
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・普通会計と連結後の比較 
 普通会計のバランスシートと連結したバランスシートを比較すると、第 28 表・第

77 図のとおりです。 
「成田市全体のバランスシート」の資産合計は 1.27 倍に増加するのに対し、正味資

産合計の増加は 1.20 倍に止まっています。一方、負債は 1.51 倍に増加し、資産の増
加率を大幅に上回ります。これは、普通会計と連結した水道事業、下水道事業が社会

資本整備にあたり、財源の多くを地方債により賄っているためです。このことは、社
会資本形成の世代間負担比率にも反映され、これまでの世代による社会資本負担比率

が、普通会計では 91.5%であるのに対し、連結後は 86.0%に減少します。 
さらに、土地開発公社などを連結した「拡大したバランスシート」では、その傾向

が更に強くなります。 
 このように、普通会計バランスシートだけでは把握できない成田市全体の実態につ

いて、特別会計等を含めた連結バランスシートを作成することにより明らかになって

います。 
  第 28 表 普通会計と連結後の比較 

  
普通会計の 
バランスシート

成田市全体の
バランスシート

比 較 
拡大した 
バランスシート

比 較 

  （A）  百万円 （B）  百万円 （B）/（A）  倍 （C）  百万円 （C）/（A）  倍

資産合計 182,435 232,107 1.27 234,905 1.29 

(うち固定資産) 154,854 198,348 1.28 200,876 1.30 

負債合計 40,710 61,619 1.51 64,301 1.58 

正味資産合計 141,725 170,488 1.20 170,604 1.20 

負債・正味資産合計 182,435 232,107 1.27 234,905 1.29 

これまでの世代による 

社会資本負担比率 
91.5% 86.0%   84.9%   

 

第77図　普通会計と連結後の比較
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・バランスシートにおける留意点 

 このバランスシートは、企業会計基準に基づくものではありません。 
 国の基準は、昭和４４年度以降の決算統計データにより固定資産を推計する手法で

あるため、４３年度以前に取得した資産は計上されていません。また、４４年度以後
の売却や滅失により除却された資産は計上されるなどの不合理があります。また、個々

の資産価値を特定できないなどの問題点もあります。 
 さらに、特別会計（公設地方卸売市場事業、下水道事業会計）の耐用年数が明示さ

れておらず、耐用年数を何年に設定するかによって残存価額に大きな違いが生じます。
また、今回計上されていない一部事務組合への負担金の取扱いも課題として残ってい

ます。 
 

☆紫陽花（アジサイ）好きの陽花ちゃんと財政課長の「なるほど・ザ・財政」 

～バランスシートの見方～ 
 

成田市全体のバランスシートをみると、資産が 2,000 億円以上あるようになって

いるけど、なんだかピンとこないな。 

 

「資産」は行政サービスを提供するための資源、つまり道路や公園、学校、体育

館などの残存価値を示すものになるから、金額が多いほど施設整備が進んでいて、住

民はより質の高いサービスが受けられることになるよ。一方「負債」は、施設整備の

ために借り入れた地方債などだから、少ないほうが将来の負担が軽いことを示してい

るんだ。住民１人当たりに換算してみるとイメージがつかみやすいと思うよ。 

 

 なるほど、住民１人当たりでは、237 万円の資産と 63 万円の負債があるわね。う

ちは 4 人家族だから、948 万円の資産と 252 万円の借金があるってことだよね。これ

って、マイホームを新築した時にローンを組んで返済してるのと同じことになるの？

借金が多いと将来が不安になるけど成田市は大丈夫なの？ 

 

地方債は資金調達の手段だけでなく、世代間負担の公平化や財政負担の平準化とい

う機能があるんだよ。だから、地方債という借金も活用しながら施設整備を進めてい

るんだ。ただし、地方債に依存しすぎると将来世代の負担が増えて、財政が硬直化す

ることになるけれど、成田市は固定資産に対する負債の割合が低くなっているよ。 

 

  

成田市の財政は健全っていうことね。 

 

 そうだね。ただし、バランスシートによる財務分析はまだ確立されていないから、

公債費比率や起債制限比率などの指標を活用して総合的に判断しないといけないよ。

もちろん、いずれの指標をみても、財政の健全性は確保されているから安心してね｡ 
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2）普通会計のバランスシート 
第 29 表 普通会計のバランスシート （平成 16年 3 月 31日現在、単位：千円） 

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方
［資産の部］ ［負債の部］
１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 10,530,625 （１）地方債 30,102,361

（２）民生費 5,516,904 （２）債務負担行為

（３）衛生費 12,102,164 ① 物件の購入等 0

（４）労働費 101,305 ② 債務保証又は損失補償 0

（５）農林水産業費 4,617,404 債務負担行為計 0

（６）商工費 1,050,194 （３）退職給与引当金 7,743,095

（７）土木費 65,613,521 （４）その他

（８）消防費 2,540,339 ① 公営企業からの固定負債 0
（９）教育費 52,757,098 その他計 0

（10）その他 24,374
計 154,853,928     固定負債合計 37,845,456

（うち土地 53,705,032 ）

    有形固定資産合計 154,853,928 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 2,865,096

（１）投資及び出資金 5,252,300 （２）翌年度繰上充用金 0

（２）貸付金 0 （３）その他
（３）基金 ① 未払費用 0

① 特定目的基金 3,810,036 ② 賞与引当金 0

② 土地開発基金 7,783,810 ③ 公営企業からの流動負債 0

③ 定額運用基金 427,788 その他計 0
基金計 12,021,634     流動負債合計 2,865,096

（４）退職手当組合積立金 399,210
    投資等合計 17,673,144   負  債  合  計 40,710,552

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］
① 財政調整基金 2,810,376

② 減債基金 1,513,336 １．国庫支出金 17,699,572

③ 歳計現金 1,977,651

現金・預金計 6,301,363 ２．都道府県支出金 2,528,791

（２）未収金

① 地方税 3,544,589 ３．一般財源等 121,496,451

② その他 62,342

未収金計 3,606,931
（３）その他
① 前払費用 0   正  味  資  産  合  計 141,724,814

その他計 0

    流動資産合計 9,908,294

 資  産  合  計 182,435,366  負 債・正 味 資 産 合 計 182,435,366

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 1,128,017 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 20,850 千円
　③利子補給等に係るもの 2,736 千円

【用語解説】普通会計とは 
 決算統計における会計区分であり、公営事業会計以外の全ての会計のことをいいま

すが、成田市では「一般会計」が該当します。詳細は 41 ページを参照してください。 
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・社会資本形成の世代間負担比率（これまでの世代による社会資本負担比率） 
  第 30 表 社会資本形成の世代間負担比率 （単位：千円） 

 平成 13年 3月 平成 14年 3月 平成 15年 3月 平成 16年 3月 

固定資産 a 141,968,607 148,453,795 151,839,265 154,853,928 

正味資産合計 b 131,834,761 135,691,918 139,983,846 141,724,814 

これまでの世代によ

る社会資本負担比率 
b/a 92.9% 91.4% 92.2% 91.5% 

 

・固定資産の目的別割合 

第78図　目的別前年度比較
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・市民 1 人あたりの資産と負債 

  第 31 表 市民 1人あたりの資産と負債     

 平成 13 年 3 月 平成 14 年 3 月 平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 

人  口 a 95,011 人 95,850 人 97,057 人  97,740 人  

資  産 b 166,019,534 千円 173,130,666 千円 179,123,606 千円 182,435,366 千円 

負  債 c 34,184,773 千円 37,438,748 千円 39,139,760 千円 40,710,552 千円 

1 人あたりの資産 b/a 1,747 千円 1,806 千円 1,846 千円 1,867 千円 

1 人あたりの負債 c/a 360 千円 391 千円 403 千円 417 千円 
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第２節 行政コスト計算書 
1）行政コスト計算書 
行政コストの総額は 338 億円です。一方、一般財源や国庫（県）支出金、使用料・
手数料などを合わせた収入は 347 億円で、9 億円の黒字となり、国庫（県）支出金償

却額 9 億円を加えると 18 億円の黒字となります。 
 第 32表 行政コスト計算書 （平成 15年 4月 1 日～平成 16年 3月 31 日） 

  金額（千円） 構成比 内容の説明 

人にかかるコスト 8,938,545 26.4% 
行政サービスの担い手である職員に要するもの。人件費等
を計上しています。 

物にかかるコスト 14,176,594 42.0% 施設の運営管理費や減価償却費等を計上しています。 

移転支出的なコスト 9,785,159 29.0% 
他の主体に移転して効果が出てくるようなもの。扶助費、補
助費等を計上しています。 

その他のコスト 872,103 2.6% 
公債費（利子分のみ）と、時効などにより徴収できなかった
市税や使用料など。 

行政コスト合計 a 33,772,401     

収入 b 34,737,361   
行政サービスの財源として受ける市税、使用料、手数料、
国県支出金（資産形成に資するものを除く）など。 

正味資産国庫（県） 
支出金償却額  c 

857,834   
有形固定資産の減価償却に合わせて償却された国（県）
支出金。 

一般財源増減額 
ｂ-（a-c） 

1,822,794     

 

○コスト計算書の意義 

 バランスシートは、主に社会資本の整備（資産）とその財源（負債・正味資産）の

状況を把握するためのものであり、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につ

ながらない支出を把握することができません。成田市では、これまでも福祉・環境・

教育等をはじめ、各行政分野でソフトサービスの充実を図っておりますが、これらの

経費が見えにくい状況となっております。 

 今後、住民ニーズの多様化、少子化・高齢化等の要因から、ソフト面の支出が増加

することが予想され、減価償却費を含めた全体コストを的確に捉えることが必要とな

ります。そこで、当該年度の行政サービスの提供状況を説明する手段として平成 13

年度より「行政コスト計算書」を作成しています。 

 

○作成基準 

国の作成基準により作成しています。 

① 対象とする会計  普通会計を対象としています。  

② 計上コストの範囲  

 現金の出納に止まらず、当該年度の住民に提供した行政サービスに要した全て

のコスト（現金支出に、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といった非現

金支出を加えたもの）を計上します。  
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2）行政コスト計算書の分析 
○コスト計算書詳細 
  第 33表 コスト計算書詳細 （単位：千円） 

総額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費

人件費 8,174,067 24.2%  331,701 2,146,097 1,227,557 667,130 9,205 247,759

退職給与引当金繰入等 764,478 2.2%  31,022 200,714 114,807 62,393 861 23,172

人にかかるコスト 8,938,545 26.4%  362,723 2,346,811 1,342,364 729,523 10,066 270,931

物件費 7,444,198 22.0%  34,674 995,910 481,244 2,381,076 13,296 28,427

維持補修費 488,544 1.5%  9,841 3,619 12,768 78 17,972

減価償却費 6,243,852 18.5%  1,644 359,557 212,401 696,146 9,795 453,691

物にかかるコスト 14,176,594 42.0%  36,318 1,365,308 697,264 3,089,990 23,169 500,090

扶助費 3,772,742 11.2%  3,572,111 91,633

補助費等 1,883,936 5.6%  21,610 438,358 315,008 520,732 15,818 193,393

繰出金 2,414,055 7.1%  1,332,432
普通建設事業費

（他団体への補助金等） 1,714,426 5.1%  224,046 33,412 716,035 164,475

移転支出的なコスト 9,785,159 29.0%  21,610 662,404 5,252,963 1,328,400 15,818 357,868

公債費（利子分） 816,433 2.4%  

不納欠損額 55,670 0.2%  

その他コスト 872,103 2.6%  

行政コスト     a 33,772,401 420,651 4,374,523 7,292,591 5,147,913 49,053 1,128,889

　構成比率 1.2 13.0 21.6 15.2 0.1 3.3

商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

人件費 126,995 642,287 1,608,635 1,166,701

退職給与引当金繰入等 11,877 60,070 150,447 109,115

人にかかるコスト 138,872 702,357 1,759,082 1,275,816

物件費 171,517 572,134 232,098 2,533,786 36

維持補修費 1,310 389,180 6,382 47,394

減価償却費 56,876 3,083,279 304,085 1,066,378

物にかかるコスト 229,703 4,044,593 542,565 3,647,558 36

扶助費 108,998

補助費等 137,842 12,113 45,385 183,677

繰出金 209,894 871,729
普通建設事業費

（他団体への補助金等） 35,578 535,949 4,298 633

移転支出的なコスト 383,314 1,419,791 49,683 293,308

公債費（利子分） 816,433

不納欠損額 55,670

その他コスト 816,433 55,670

行政コスト 751,889 6,166,741 2,351,330 5,216,682 816,469 55,670

　構成比率 2.2 18.3 7.0 15.5 0.0 2.4 0.0 0.2

[ 収　入 ]

3,498,612

3,632,218

27,606,531

34,737,361

857,834

119,673,657

1,822,794

121,496,451

使用料・手数料　b

国庫（県）支出金 c

一般財源   d

収入（ｂ+ｃ+ｄ）     e

正味資産国庫（県）支出金償却額  f

期首一般財源等

差引（ｅ-a+ｆ）   一般財源等増減額

期末一般財源等
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○費目別コスト内訳 
 行政コストの総額は 338 億円で、費目別に分類すると第 79 図のとおりです。 

第79図　費目別コスト内訳
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【用語解説】行政コスト計算書の項目 

人件費 
 職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険料
などのための経費で、退職手当を除いた額。 

退職給与引
当金繰入等 

 この１年間職員が勤続したことにより発生する退職手当の増加分。 

物件費 
 旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などのための経費。 

維持補修費  施設の維持修繕に要する経費。 

減価償却費  年数の経過とともに減少する施設の価値の減少分を経費として計上。 

扶助費  生活保護や医療費の援助や各種手当ての支給などに要する経費。 

補助費等 
 他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料、講習会などの
講師謝礼などのための経費。 

繰出金  国民健康保険事業や下水道事業などの特別会計へ繰り出す経費。 

普通建設事
業費（他団体
への補助金） 

 普通建設事業費のうち、国、県、組合や個人が実施する事業に対する負担金
や補助金など。（他の団体での資産形成に支出した負担金や補助金） 

その他 
 公債費のうち利子の支払、不納欠損額（時効などにより徴収できなかった市
税や使用料など） 
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○行政目的別コスト内訳 
 行政コストを行政目的別に見ることで、行政分野ごとに比重を把握することができ

ます。第 80 図は行政目的別コスト内訳です。 
 行政コストは、資産形成につながらない給付サービスや人的サービスに消費される

経費であり、この割合により行政コストがどの分野に費やされているかが明確になり
ます。成田市では、高齢者や障害者、児童福祉などにかかる民生費が 73 億円と一番多

くなっています。また、第 81 図は直近 3 ヵ年での比較ですが、民生費にかかるコスト
が着実に増加しているのがわかります。 

第80図　行政目的別コスト内訳
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第81図　行政目的別コスト経年変化
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○行政目的別・費目別コスト内訳 
 行政目的別にコスト費目ごとの状況を見ることで、行政分野ごとの特徴を把握する

ことができます。第 82 図は、行政目的別・コスト費目内訳です。 
 民生費では、扶助費などの「移転支出的なコスト」と人件費などの「人にかかるコ

スト」が多いことがわかります。また、土木費は減価償却費などの「物にかかるコス
ト」が多く、一方、総務費や消防費は「人にかかるコスト」が大きな比重を占めてい

ます。 

第82図　行政目的・費目別コスト
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○行政コスト計算書における留意点 
 この行政コスト計算書は、企業会計基準に基づくものではありません。 

 国の基準は、昭和４４年度以降の決算統計データにより固定資産を推計する手法で
あるため、個々の資産が特定できません。このため減価償却なども想定上の数値とな

っています。 
 なお、住民福祉の増進を目的とし、利益追求の概念を持たず、清算が予定されてい

ない地方公共団体のバランスシートや行政コスト計算書と、民間企業のそれとでは、
その意味するところが異なるので、単純に比較ができないことに留意する必要があり

ます。 


